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報告第１号 

 

和解に係る専決処分の報告について 

 

 損害賠償請求事件（・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・）に係る和解につい

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

令和７年２月２５日提出 

 

大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

 

 

１ 専 決 処 分 の 日   令和６年１０月２７日 

２ 和 解 の 相 手 方   (1) 原告 

大東市在住 

個人Ａ（未成年者） 

             (2) 原告の利害関係人ら 

大東市在住 

個人Ｂ（個人Ａの法定代理人親権者母） 

個人Ｃ 

(3) 被告ら（大東市を除く。以下同じ。） 

大東市在住 

個人Ｄ（個人Ｆの法定代理人親権者父） 

個人Ｅ（個人Ｆの法定代理人親権者母） 

             (4) 被告らの利害関係人 

大東市在住 

個人Ｆ（未成年者） 
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３ 事 件 の 概 要   令和４年７月５日大東市立学校において、在校生２名が口論

となり、被告らの利害関係人が原告に打撲等の傷害を負わせ

たことについて、原告が被告ら及び被告大東市に対し、損害

の賠償を求めて訴訟が提起されたもの。 

４ 和解条項の内容   (1) 被告らは、原告に対し、連帯して、本件解決金として５

万円の支払義務があることを認める。 

(2) 被告らは、原告に対し、連帯して、前項の金員を、令和

６年１１月末日限り、原告指定の口座に振り込んで支払う。

振込手数料は被告らの負担とする。 

(3) 被告大東市は、本件大東市立学校が、原告及び被告らの

利害関係人の抱く不安感に寄り添うとともに、心のケアを

していき、登校（学習）機会を確保することにつなげてい

くよう、今後も継続して努める。 

(4) 原告の利害関係人ら及び被告らは、今後互いに、学校外

において相手方及びそれぞれの子に接触しないことを約束

する。 

(5) 原告の利害関係人ら及び被告らは、本件に関し、正当な

理由がない限り第三者に口外しないことを約束する。ただ

し、既に本件について知っている者から尋ねられた場合に、

事件が終結したことを伝えることを妨げない。 

(6) 原告は、被告らに対するその余の請求及び被告大東市に

対する請求を放棄する。 

(7) 原告及び原告の利害関係人らと被告ら及び被告らの利害

関係人は、原告及び原告の利害関係人らと被告ら及び被告

らの利害関係人の間には、本和解条項に定めるもののほか

に何らの債権債務のないことを相互に確認する。 

(8) 原告及び被告大東市は、原告と被告大東市の間には、本

件に関し、本和解条項に定めるもののほかに何らの債権債

務のないことを相互に確認する。 

(9) 訴訟費用及び和解費用は各自の負担とする。 
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５ 和 解 の 理 由   和解条項の内容が妥当であると判断したため。 
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報告第２号 

 

訴えの提起に係る専決処分の報告について 

 

既払金返還等請求事件に係る訴えの提起について、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定に

より報告する。 

 

令和７年２月２５日提出 

 

大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

１ 専決処分の日   令和６年１２月５日 

２ 事 件 名   既払金返還等請求事件 

３ 訴えの相手方   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

           ・・・・・・・・ 

           ・・・・・・・・・・・・・・・ 

４ 事件の内容    令和４年５月１３日本市は相手方との間に四条北小学校長寿命

化改良工事基本・実施設計業務に係る業務委託契約を締結したが、

相手方の責めに帰すべき事由により履行期間内に業務が完了しな

かったため、令和６年１月５日付けで当該契約の解除を行った。 

当該契約解除に伴い、相手方は、本市に対し、令和４年６月７

日に本市が相手方に支払った前払金から既履行部分に相応する委

託金額を差し引いた額を前払金余剰額として返還する義務を負っ

た。 

また、本件は、成果物の引渡し前に相手方の債務不履行を理由

として契約を解除することとなったため、相手方は、本市に対し、

委託金額の１０分の１に相応する額の違約金を支払う義務を負っ

た。 
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本市は、相手方に対して、上記の前払金余剰額及び違約金の支

払を求めたが、度重なる催告にもかかわらず、支払に応じないた

め、これらの金員の支払を求めるもの。 

５ 訴訟物の価額   金７，７２８，３００円 

６ 請求の趣旨   (1) 金７，７２８，３００円及びうち金４，６９１，２００円に

対する令和４年６月８日から支払済みまで年２．５％の割合に

よる金員を支払え。 

           (2) 訴訟費用は、相手方の負担とする。 

           との判決並びに仮執行宣言を求める。 

 

  

- 5 -



報告第３号 

 

   道路上にて発生した事故に係る専決処分の報告について 

 

 道路上にて発生した事故に係る損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２

項の規定により報告する。 

 

   令和７年２月２５日提出 

 

大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 専 決 処 分 の 日   令和６年１２月１０日 

２ 損害賠償の相手方   ・・・・・・・・ 

             ・・・・・・・・ 

３ 損 害 賠 償 の 額   金１６８，２００円 

４ 損害賠償の理由   令和６年１０月１日大東市立南郷中学校南側の本市が管理す

る道路上において、相手方が自動車を駐車場に駐車するため

に後進したところ、側溝肩が破損していたため、その箇所を

通過する際に当該側溝の溝蓋が跳ね上がったことにより、当

該溝蓋と車両下部が接触し、相手方自動車を損傷させたので、

これに対する損害を賠償するため。  
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報告第４号 

 

決算不認定に係る措置について 

 

令和５年度大東市介護保険特別会計歳入歳出決算に係る不認定の議決を踏まえ、必要な

措置を講じたので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第７項の規定によ

り、次のとおり報告する。 

 

令和７年２月２５日提出 

 

大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

 

 

 

１ 不認定となった日 

  令和６年１１月２５日 

２ 講じた措置の内容 

  介護保険特別会計における不適正な事務執行に対する再発防止策として、次の措置を

講じた。 

 (1) 事務処理の適正な執行に向けた措置 

  ア 地域包括支援センター運営業務の受託業者による収支決算書等の提出 

    契約書に基づく収支決算書及び毎月の業務報告書の提出を行うよう指導した結果、

既に改善された。 

  イ 生活支援コーディネーター事業に係る事業者の選定方法の見直し 

    平成２８年度以降公募の手続を行わずに随意契約を行っていたが、令和７年度当

初に公募型プロポーザル方式により事業者の選定を行うこととした。 

  ウ 生活サポート事業における募集方法の見直し 

    令和７年度から年間を通じて随時募集を行うこととした。 
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  エ 地域包括支援センター運営業務の委託における透明性及び公平性の確保 

    次回以降の事業者の選定において、運営業務に附帯業務も含んだ上で、選定を行

うこととした。 

 (2) 地域包括支援センター運営業務の受託業者の体制の適正化に向けた措置 

  ア 受託業者の体制を改善 

    従前は、必要に応じて適時受託業者と協議を行っていたが、事業に係る内容把握

に努めるとともに、事業の運営状況、体制等について、改善が必要と判断すれば指

導を行うため、受託業者からの毎月の業務報告書の提出時に協議を行うこととした。 
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議案第２１号 

 

大東市教育委員会委員の任命について 

 

大東市教育委員会委員 澤田 真由美氏から辞職願の提出があったので、その後任とし

て、次の者を任命いたしたく、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法

律第１６２号）第４条第２項の規定により、議会の同意を求める。 

 

令和７年２月２５日提出 

 

                      大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

住  所    ・・・・・・・・・・・・・・ 

氏  名    工 藤  真 由 美 

生年月日    ・・・・・・・・・ 

 

 

 

 

公  職  歴 

  平成１５年 ４月 ～ 現在   大東市社会教育委員 

 

 

- 9 -



議案第２２号 

 

権利の放棄について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１０号の規定により、次のと

おり権利を放棄することについて、議会の議決を求める。 

 

令和７年２月２５日提出 

 

大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 放棄する権利の内容     柔道整復に係る療養費の返還請求権 

２ 債 務 者     ・・・・・・・・・・・・・・ 

                ・・・・・・・・ 

３ 放棄する債権の額     金６３５，２６８円及びこれに係る遅延損害金 

４ 放 棄 す る 理 由     破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく裁判所に

よる免責許可の決定がなされたことから、同法第 

２５３条第１項の規定により、当該債権の請求権を行

使することができず、債権を回収できる見込みがない

ため。 
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議案第２３号 

 

権利の放棄について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１０号の規定により、次のと

おり権利を放棄することについて、議会の議決を求める。 

 

令和７年２月２５日提出 

 

大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 放棄する権利の内容     第三者行為によって生じた保険給付に係る損害賠償請

求権 

２ 債 務 者     ・・・・・・・・ 

                ・・・・・・・・ 

３ 放棄する債権の額     金９９５，６２４円及びこれに係る遅延損害金 

４ 放 棄 す る 理 由     破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく裁判所に

よる免責許可の決定がなされたことから、同法第 

２５３条第１項の規定により、当該債権の請求権を行

使することができず、債権を回収できる見込みがない

ため。 
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議案第２６号 

 

大東市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正

する条例について 

 

 大東市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する条例を次

のとおり制定する。 

 

   令和７年２月２５日提出 

 

大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令（昭和３１年政令第３４６号）

が改正されたこと等に伴い、所要の改正を行うため。  
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大東市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正

する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９年条例第２５号）

の一部を次のように改正する。 

 

 第１条中「第１５条の８」を「第２５条」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第２条関係） 

退職報償金支給額表 

単位（千円） 

階 級 

勤 務 年 数 

５ 年 以 上 

１０年未満 

１０年以上

１５年未満 

１５年以上

２０年未満 

２０年以上

２５年未満 

２５年以上

３０年未満 

３０年以上

３５年未満 

３５年以上 

団 長 ２３９ ３４４ ４５９ ５９４ ７７９ ９７９ １，０７９ 

副 団 長 ２２９ ３２９ ４２９ ５３４ ７０９ ９０９ １，００９ 

分 団 長 ２１９ ３１８ ４１３ ５１３ ６５９ ８４９ ９４９ 

副 分 団 長 ２１４ ３０３ ３８８ ４７８ ６２４ ８０９ ９０９ 

部長及び班長 ２０４ ２８３ ３５８ ４３８ ５６４ ７３４ ８３４ 

団 員 ２００ ２６４ ３３４ ４０９ ５１９ ６８９ ７８９ 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第１条の改正規定は、公布の

日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この条例による改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に退職した非常勤消

防団員について適用し、同日前に退職した非常勤消防団員については、なお従前の例に

よる。 

  

- 14 -



議案第２７号 

 

大東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例について 

 

大東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和７年２月２５日提出 

 

大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第４０号）に基づく地

方公共団体情報システムの標準化における地方公共団体情報システム共通機能標準仕様書

に示された住登外者宛名番号管理機能を実装するに当たり、住登外者宛名番号管理機能の

情報の管理に関する事務を行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成２５年法律第２７号）第９条第２項の規定による独自利用を行う事務と

すること等に伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

第１条 大東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年条例第３２号）の一部を次のように

改正する。 

 

  別表第１市長の部に次のように加える。 

(11) 住登外者宛名番号管理機能（住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に

より市が備える住民基本台帳に記録されていない者について、必要に応じて、当

該者を特定するための番号を付し、氏名、住所等の情報を管理するための機能を

いう。以下同じ。）による住登外者（住登外者宛名番号管理機能に登録されてい

る者をいう。以下同じ。）の情報の管理に関する事務 

  別表第２市長の部(1)の款(1)の項中「（昭和４２年法律第８１号）」を削り、同部(2)

の款に次のように加える。 

(5) 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に関する情報（以下

「住登外者宛名情報」という。）であって規則で定めるもの 

  別表第２市長の部(6)の款に次のように加える。 

(5) 住登外者宛名情報であって規則で定めるもの 

  別表第２市長の部(7)の款(5)の項中「又は特例給付（同法附則第２条第１項に規定す

る給付をいう。以下同じ。）」を削り、同款(8)の項中「進学準備給付金」を「進学・就

職準備給付金」に改め、同款に次のように加える。 

(16) 住登外者宛名情報であって規則で定めるもの 

  別表第２市長の部に次のように加える。 

(18) 住登外者宛名番号管理機能に

よる住登外者の情報の管理に関

する事務 

(1) 地方税関係情報 

(2) 生活保護関係情報 

(3) 外国人生活保護措置関係情報 
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(4) 国民健康保険法による医療に関する給付

の支給又は保険料の徴収に関する情報 

 

第２条 大東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を次のように改正する。 

 

  別表第１市長の部中(4)の項を削り、(5)の項を(4)の項とし、(6)の項から(11)の項ま

でを 1 項ずつ繰り上げる。 

  別表第２市長の部中(7)の款中「生活保護の措置」を「生活保護法に準じて行う保護の

決定及び実施又は徴収金の徴収」に改め、同款中(2)の項から(7)の項までを削り、(8)の

項を(2)の項とし、(9)の項及び(10)の項を削り、(11)の項を(3)の項とし、(12)の項から

(14)の項までを削り、(15)の項を(4)の項とし、(16)の項を(5)の項とし、同部(9)の款(5)

の項中「中国残留邦人等支援法」を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）」に改める。 

 

   附 則 

この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和７年７月１日から施行す

る。 
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議案第２８号 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例につ 

いて 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のとおり制

定する。 

 

令和７年２月２５日提出 

 

                    大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）の一部が令和７年６月１日に施

行されることに伴い、所要の改正を行うため。 
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刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 （大東市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例等の一部改正） 

第１条 次に掲げる条例の規定中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

 

(1) 大東市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９年条例第 

２５号）第６条第１号 

 (2) 大東市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例（平成２７年条例第２号）第４

条第１号 

 (3) 大東市職員の退職手当に関する条例（平成７年条例第３１号）第１３条第１項第１

号及び第５項第２号、第１４条の見出し、同条第１項第１号、第１５条第１項第１号

並びに第１７条第４項 

(4) 大東市一般職の職員の給与に関する条例（平成８年条例第３号）第２７条の２第３

号及び第４号並びに第２７条の３第１項第１号及び第５項第１号 

 

（大東市表彰条例の一部改正） 

第２条 大東市表彰条例（昭和３８年条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

 

第９条第２号及び第１０条中「禁錮
こ

又は懲役の刑」を「拘禁刑」に改める。 

 

（大東市行政不服審査に関する条例等の一部改正） 

第３条 次に掲げる条例の規定中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

 

(1) 大東市行政不服審査に関する条例（平成２８年条例第２号）第１４条 

(2) 大東市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年条例第２７号）附則第８項

及び第９項 

 (3) 大東市環境の保全等の推進に関する条例（平成１８年条例第６号）第７２条第２項 

 (4) 大東市ラブホテル建築規制に関する条例（昭和５８年条例第３号）第１５条第１項 
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（大東市排水設備工事に係る責任技術者及び指定工事店に関する条例の一部改正） 

第４条 大東市排水設備工事に係る責任技術者及び指定工事店に関する条例（平成１２年

条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

 

第５条第１項第４号ア中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

 （罰則の適用等に関する経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によるこ

ととされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例に

よることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を

改正する法律（令和４年法律第６７号。以下「刑法等一部改正法」という。）第２条の

規定による改正前の刑法（明治４０年法律第４５号。以下この項において「旧刑法」と

いう。）第１２条に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有期のものに限る。以下

この項において同じ。）、旧刑法第１３条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）（有

期のものに限る。以下この項において同じ。）又は旧刑法第１６条に規定する拘留（以

下「旧拘留」という。）が含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその

刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期を同じくする拘留

とする。 

 （人の資格に関する経過措置） 

４ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例の規定によりなお従前の例によること

とされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例によ

ることとされる人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁刑に処せられ

た者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期

禁錮に処せられた者と、拘留に処せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられた者

とみなす。 
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 （大東市職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

５ 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に

関する法律（令和４年法律第６８号。次項において「整理等法」という。）並びにこの

条例の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪につき起訴を

された者は、第１条の規定による改正後の大東市職員の退職手当に関する条例第１３条

第１項及び第５項、第１４条第１項（第１号に係る部分に限る。）並びに第１７条第４

項並びに大東市職員の退職手当に関する条例第１７条第３項の規定の適用については、

拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。 

 （大東市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

６ 刑法等一部改正法及び整理等法並びにこの条例の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑

を除く。）が定められている罪につき起訴をされた者は、第１条の規定による改正後の

大東市一般職の職員の給与に関する条例第２７条の３第１項（第１号に係る部分に限る。）

及び第５項（第３号に係る部分に限る。）の規定の適用については、拘禁刑が定められ

ている罪につき起訴をされた者とみなす。 
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議案第２９号 

 

大東市職員等旅費条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市職員等旅費条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和７年２月２５日提出 

 

大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 国家公務員等の旅費に関する法律（昭和２５年法律第１１４号）等が改正され、令和７

年４月１日から施行されることに鑑み、職員等の出張に係る旅費について、その種目及び

内容の見直しを行うことに伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市職員等旅費条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市職員等旅費条例（昭和５３年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第６条の見出し中「種類」を「種目」に改め、同条第１項中「種類」を「種目」に、「車

賃、日当及び宿泊料」を「その他の交通費、宿泊費及び宿泊手当」に改め、同条第２項か

ら第７項までを削る。 

 第７条中「旅費は」の次に「、出張に要する実費を弁償するためのものとして前条に定

める種目及び次条から第１３条までに定める内容に基づき」を加え、「の旅費により」を

「によつて」に、「よつて出張しがたい」を「より出張し難い」に改め、同条に次の１項

を加える。 

２ 前項に定めるもののほか、旅費の計算に関し必要な事項は、規則で定める。 

 第８条から第１３条までを次のように改める。 

 （鉄道賃） 

第８条 鉄道賃は、鉄道（鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第２条第１項に規定す

る鉄道事業の用に供する鉄道、軌道法（大正１０年法律第７６号）第１条第１項に規定

する軌道その他これらに類するものをいう。第１１条において同じ。）を利用する移動

に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第６号までに掲げる費用は、

第１号に規定する運賃に加えて別に支払うものであつて、公務のため特に必要とするも

のに限る。）の額の合計額とする。 

(1) 運賃 

(2) 急行料金 

(3) 寝台料金 

(4) 座席指定料金 

(5) 特別車両料金 

(6) 前各号に掲げる費用に付随する費用 

 （船賃） 
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第９条 船賃は、船舶（海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２条第２項に規定す

る船舶運航事業の用に供する船舶その他これに類するものをいう。次項及び第１１条に

おいて同じ。）を利用する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号

から第５号までに掲げる費用は、第１号に規定する運賃に加えて別に支払うものであつ

て、公務のため特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。 

(1) 運賃 

(2) 寝台料金 

(3) 座席指定料金 

(4) 特別船室料金 

(5) 前各号に掲げる費用に付随する費用 

２ 前項第１号に規定する運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された船舶により移動す

る場合にあつては、最上級以外（特別職の職員及び職員以外の者が移動する場合には、

最上級）の運賃の額とする。 

 （航空賃） 

第１０条 航空賃は、航空機（航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２条第１８項に規

定する航空運送事業の用に供する航空機その他これに類するものをいう。次条において

同じ。）を利用する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号及び第

３号に掲げる費用は、第１号に規定する運賃に加えて別に支払うものであつて、公務の

ため特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。 

(1) 運賃 

(2) 座席指定料金 

(3) 前２号に掲げる費用に付随する費用 

 （その他の交通費） 

第１１条 その他の交通費は、鉄道、船舶及び航空機以外を利用する移動に要する費用と

し、その額は、次に掲げる費用（第２号から第４号までに掲げる費用は、公務のため特

に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。 

(1) 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに規定する一般乗合旅客

自動車運送事業（路線を定めて定期に運行する自動車により乗合旅客の運送を行うも

のに限る。）の用に供する自動車を利用する移動に要する運賃 

(2) 道路運送法第３条第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業の用に供する自
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動車その他の旅客を運送する交通手段（前号に規定する自動車を除く。）を利用する

移動に要する運賃 

(3) 前２号に掲げる運賃以外の費用であつて、道路運送法第８０条第１項の許可を受け

て業として有償で貸し渡す自家用自動車の賃料その他の移動に直接要する費用 

(4) 前３号に掲げる費用に付随する費用 

（宿泊費） 

第１２条 宿泊費は、出張中の宿泊に要する費用とし、その額は、地域の実情を勘案して

規則で定める額を限度とする。ただし、当該宿泊に係る特別な事情がある場合として規

則で定める場合は、当該宿泊に要する費用の額とする。 

（宿泊手当） 

第１３条 宿泊手当は、宿泊を伴う出張に必要な諸雑費に充てるための費用とし、その額

は、通常要する費用の額を勘案して規則で定める一夜当たりの定額とする。 

 第１４条を削る。 

 第１５条第１項中「第６条第１項」を「第６条」に、「出張者が視察又は長期間の研修、

訓練を受け若しくは」を「視察のための出張、長期間の研修又は訓練のための出張その他

の」に、「当該」を「、当該」に、「市長が指定する」を「規則で定める」に改め、同条

第２項中「市長が」を「規則で」に、「日額旅費等」を「日額旅費」に、「第６条第１項」

を「第６条」に改め、同条を第１４条とする。 

 第１６条を削る。 

 第１７条中「となつた日にいた地から退職等の命令の通達を受け、又はその原因となっ

た事実の発生を知つた日にいた地までの前職相当の旅費」を「の日の翌日から３月以内に

おける当該退職等に伴う旅行について、出張の例に準じて規則で定めるもの」に改め、同

条に次の１項を加える。 

２ 市長は、天災その他やむを得ない事情がある場合には、前項に規定する期間を延長す

ることができる。 

 第１７条を第１５条とし、第１７条の２を第１６条とする。 

 第１８条第１項中「死亡地から旧勤務地までの往復に要する前職相当の旅費」を「出張

の例に準じて規則で定めるもの」に改め、同条第２項を削り、同条を第１７条とする。 

 第１９条を第１８条とする。 

 第２０条中「、公用の交通機関、宿泊施設等又は文書等により金額の指定された交通機
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関、宿泊施設等を利用して出張した」を「本市以外の者から旅費の支給を受ける」に、「当

該出張」を「出張」に改め、同条を第１９条とする。 

 第１９条の次に次の１条を加える。 

（旅費の返納） 

第２０条 市長は、出張者がこの条例又はこれに基づく規則の規定に違反して旅費の支給

又は旅費に相当する金額の支払を受けた場合には、当該旅費又は当該金額を返納させな

ければならない。 

２ 出張者がこの条例又はこれに基づく規則の規定に違反して旅費の支給を受けた場合に

は、市長は、前項の規定による返納に代えて、その後においてその者に対し支出し、又

は支払う給与又は旅費の額から、当該旅費に相当する金額を差し引くことができる。 

３ 前項に規定する給与の種類は、規則で定める。 

 第２１条を削る。 

 第２２条中「この条例」を「この条例に定めるもののほか、この条例の規定による旅費

の支給の手続その他この条例」に、「市長が別に」を「規則で」に改め、同条を第２１条

とする。 

 別表を削る。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の大東市職員等旅費条例（以下この項及び次項において「新条例」という。）

の規定は、この条例の施行の日（以下この項において「施行日」という。）以後に新条

例第４条第１項に規定する出張命令権者が新条例第３条第５項に規定する出張命令等を

発する出張について適用し、施行日前に改正前の大東市職員等旅費条例（以下この項に

おいて「旧条例」という。）第４条第１項に規定する出張命令権者が旧条例第３条第５

項に規定する出張命令等を発した出張については、なお従前の例による。ただし、施行

日前に旧条例第４条第１項に規定する出張命令権者が旧条例第３条第５項に規定する出

張命令等を発し、かつ、施行日以後に新条例第４条第１項に規定する出張命令権者が同

条第３項の規定により当該出張命令等を変更する出張については、新条例の規定は、当

- 26 -



該出張のうち当該変更の日以後の期間に対応する分について適用し、当該出張のうち当

該変更の日前の期間に対応する分については、なお従前の例による。 

３ 新条例第２０条の規定は、新条例又はこれに基づく規則の規定に違反して旅費の支給

を受けた場合について適用する。 

 （証人等の実費弁償に関する条例の一部改正） 

４ 証人等の実費弁償に関する条例（昭和３９年条例第２０号）の一部を次のように改正

する。 

  第２条第２項中「別表中特別職の職員に」を「の規定により市の職員に対して」に改

める。 

 （大東市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

５ 大東市一般職の職員の給与に関する条例（平成８年条例第３号）の一部を次のように

改正する。 

  第３３条中「法律」の次に「又は条例」を加える。 
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議案第３０号 

 

大東市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例について 

 

大東市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和７年２月２５日提出 

 

                    大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）の改正により、就業促進手当の支給要件が見

直されたこと等に伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第     号   

 

大東市職員の退職手当に関する条例（平成７年条例第３１号）の一部を次のように改正

する。 

 

第１０条第１１項第４号中「職業」を「安定した職業」に、「もの」を「者」に改め、同

条第１４項中「次の各号に掲げる退職手当ごとに、当該各号に定める」を「雇用保険法第

５６条の３第１項第１号に該当する者に係る就業促進手当について同条第４項の規定によ

り基本手当を支給したものとみなされる日数に相当する」に改め、同項各号を削る。 

附則第１１項中「令和７年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第１０条第１１項（第４号に係る部分に限り、同条第１５項

において準用する場合を含む。）の規定は、退職職員（退職した大東市職員の退職手当

に関する条例第２条に規定する職員をいう。以下この項において同じ。）であってこの

条例の施行の日以後に安定した職業に就いたものについて適用し、退職職員であって同

日前に職業に就いたものに対する就業促進手当に相当する退職手当の支給については、

なお従前の例による。 
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議案第３１号 

 

   大東市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和７年２月２５日提出 

 

                   大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）において政令で定める基準に従って条例

で定めることとされている国民健康保険の保険料の賦課に関する事項のうち、低所得者の

保険料の減額に係る所得判定基準における被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計

数に乗ずる金額について、国民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３６２号）に規定す

る金額と同額としていたところを、国民健康保険法施行令に規定する金額を引用すること

とするため、所要の改正を行う。  
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大東市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案） 

    

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

大東市国民健康保険条例（令和４年条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

 

第３０条第１項第２号中「２９５，０００円」を「国民健康保険法施行令第２９条の７

第５項第３号ロの規定において被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数に乗じる

こととされた金額」に改め、同項第３号中「５４５，０００円」を「国民健康保険法施行

令第２９条の７第５項第３号ハの規定において被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の

合計数に乗じることとされた金額」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第３２号 

 

   大東市都市公園条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市都市公園条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和７年２月２５日提出 

 

大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成１８年政令第 

３７９号）が改正されたことに伴い、所要の改正を行うため。 
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   大東市都市公園条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第     号   

 

 大東市都市公園条例（昭和４１年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 

 第８条第１項第１号カ中「第２１条第２項第１号」を「第２２条第２項第１号」に改め

る。 

 

   附 則 

 この条例は、令和７年６月１日から施行する。 
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議案第３３号 

 

   大東市排水設備工事に係る責任技術者及び指定工事店に関する条例の一部を    

   改正する条例について 

 

 大東市排水設備工事に係る責任技術者及び指定工事店に関する条例の一部を改正する条

例を次のとおり制定する。 

 

   令和７年２月２５日提出 

 

大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

標準下水道条例（昭和３４年１１月１８日付け厚生省衛発第１１０８号・建設省計発第 

４４１号）の一部が改正されたことを踏まえ、指定工事店の指定に係る下水道排水設備工

事責任技術者の専属要件を緩和することに伴い、所要の改正を行うため。 
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   大東市排水設備工事に係る責任技術者及び指定工事店に関する条例の一部を    

   改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第     号   

 

 大東市排水設備工事に係る責任技術者及び指定工事店に関する条例（平成１２年条例第

３９号）の一部を次のように改正する。 

 

 第５条第１項第２号中「が１人以上専属している」を「を選任している」に改める。 

 第８条第５号中「専属する」を「選任する」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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